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第６ 障 害 児 ・ 者 の 福 祉  

Ⅰ 障害者の実態 

 

 

 障害者とは、平成23年に改正された障害者基本法では、「身体障害、知的障害、精神障害（発達障害を 

含む）その他の心身の機能の障害がある者であって、障害及び社会的障壁により継続的に日常生活又は 

社会生活に相当な制限を受ける状態にある者」と定義している。さらに、児童福祉法では「満18歳に満 

たない者」を児童と定義している。 

市で把握している心身障害児数＜令和７年４月１日現在＞             （単位：人） 

区 分 0歳～6歳 7歳～12歳 13歳～15歳 16歳～18歳 合 計 

療 育 手 帳 所 持 児 102 292 208 131 733 

身 体 障 害 者 手 帳 所 持 児 （視覚8人,聴覚15人,音声・言語0人,肢体82人,内部33人） 138 

特別児童扶養手当受給資格児 （1級、2級） 548 

県立沼津視覚特別支援学校 幼稚部  1 1 2 0 4 

県立沼津聴覚特別支援学校 幼稚部  1 0 0 1 2 

県 立 富 士 特 別 支 援 学 校 ― 
106 

訪問 1 

60 

訪問 1 

90 

訪問 1 

256 

訪問 3 

県立富士特別支援学校富士宮分校 ― ― ― 8 8 

県立富士特別支援学校富士東分校 ― ― ― 41 41 

県 立 沼 津 特 別 支 援 学 校 ― 0 0 0 0 

県 立 東 部 特 別 支 援 学 校 ― 1 0 
0 

訪問 1 

1 

訪問 1 

県 立 中 央 特 別 支 援 学 校 ― 訪問 1 1 1 
2 

訪問 1 

県立静岡南部特別支援学校 ― 1 0 0 1 

県 立 清 水 特 別 支 援 学 校  2 0 0 2 

市内特別支援学級生（知的） ― 253 131 ― 384 

市内特別支援学級生（情緒） ― 133 65 ― 198 

市内特別支援学級生（肢体） ― 3 4 ― 7 

市内特別支援学級生 

（言体視聴） 
― 0 0 ― 0 

計 2 502 264 143 911 

※ 一部乳児・就職している児童については不明。 

※ 情緒には、吉原林間学園（34人）含む 

１ 心身障害児 
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 知的障害とは、知的機能の障害が、概ね18歳までの発達期にあらわれ、知的機能障害のために能力低 

下や社会的不利を生じ、生活、学習、労働などの日常生活に支障をきたす恐れがあり、そのために教育、 

職業などの面で特別な援助を必要とする状態にあることをいう。 

 療育手帳とは、知的な障害を持つ児（者）に対して一貫した相談・指導を行うほか、各種の援助を受 

けやすくするために交付される。障害の程度により、Ａ（最重度・重度）とＢ（中度・軽度）の等級が 

ある。また、従来は対象とならなかった発達障害児（者）（発達障害者支援法に規定する自閉症、アスペ 

ルガー症候群その他の広汎性発達障害、学習障害、注意欠陥多動性障害など）に対しても、平成18年11 

月より、一定の知的な障害があり、かつ医師による診断を受けたものについては、療育手帳の対象とな 

った。 

療育手帳所持者の推移＜各年度３月末日現在＞                  （単位：人） 

年   度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

Ａ 793 795 798 807 816 

Ｂ 1,609 1,673 1,738 1,809 1,915 

計 2,402 2,468 2,536 2,616 2,731 

 

療育手帳所持児者状況＜令和７年３月末日現在＞                （単位：人） 

年齢 

種別 
0～6歳 7～12歳 13～15歳 16～17歳 18歳以上 計 

Ａ 20 67 53 29 647 816 

Ｂ 82 225 155 102 1,351 1,915 

計 102 292 208 131 1,998 2,731 

 

  

２ 知的障害者 
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 身体に障害のある人が制度的な援護を受けるには、まず、身体障害者手帳の交付を受けることが必要 

である。 

 身体障害者の障害の原因や程度は個々により異なり、身体障害者手帳には障害程度の重い方から１級 

から６級まで等級が付され、援護制度も障害の状況に応じて種々異なっている。 

身体障害者の推移＜各年度３月末日現在＞                    （単位：人） 

年 度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

手 帳 所 持 者 8,902 8,866 8,604 8,648 8,625 

 

 障害・等級別の状況＜令和７年３月末日現在＞                    （単位：人） 

障害区分 

 

等 級 
視 覚 障 害 

平 衡 機 能 

聴 覚 障 害 

音 声 言 語 

障 害 
肢体不自由 内 部 障 害 計 

 １級 177 25 3 1,050 1,933 3,188 

２ 168 197 5 778 21 1,169 

３ 26 105 70 625 373 1,199 

４ 32 278 39 990 688 2,027 

５ 89 0  404  493 

６ 11 282  256  549 

計 503 887 117 4,103 3,015 8,625 

 

障害別の身体障害者手帳新規交付数                        （単位：件） 

障害別 

 

年度 
視覚障害 聴覚障害 平衡機能障害 音声言語障害 肢体不自由 内部障害 計 

令和２年度 27 68 0 11 172 272 550 

令和３年度 28 70 0 9 163 280 550 

令和４年度 27 74 0 14 150 286 551 

令和５年度 47 75 0 15 166 312 615 

令和６年度 26 77 0 12 156 281 552 

 

３ 身体障害者 
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障害原因別状況＜令和７年３月末日現在＞                     （単位：人） 

障害別 

原因別 
視 覚 聴 覚 音 声 言 語 肢体不自由 内 部 障 害 計 

戦 傷 病 0 0 0 1 0 1 

労 働 災 害 3 0 1 317 6 327 

不 慮 の 事 故 7 0 0 239 1 247 

疾
病 

先天性 58 114 7 305 98 582 

後天性 404 646 108 2,851 2,753 6,762 

交 通 事 故 2 0 0 190 1 193 

そ の 他 29 127 1 200 156 513 

計 503 887 117 4,103 3,015 8,625 

 

 

 

  精神に障害のある人が、社会復帰や社会参加を目的に各種サービスを受けるためには、精神障害者 

 保健福祉手帳の交付を受けることが必要である。 

精神障害者の推移＜各年度３月末日現在＞           （単位：人） 

年 度 
精神障害者保健福祉手帳所持者 

１ 級 ２ 級 ３ 級 計 

令和元年度 104 760 561 1,425 

令和２年度 90 843 651 1,584 

令和３年度 97 893 673 1,663 

令和４年度 105 979 741 1,825 

令和５年度 115 1,127 789 2,031 

令和６年度 124 1,223 847 2,194 

※ 初診日から６か月を経過した場合、精神障害者保健福祉手帳の申請ができる。 

※ 有効期間は２年間 

 

令和６年度 等級・年代別の状況＜令和７年３月末日現在＞             （単位：人） 
年代 

 

等級 
80才以上 70才台 60才台 50才台 40才台 30才台 20才台 20才未満 計 

１級 8 35 24 26 12 11 3 5 124 

２級 12 75 194 321 226 194 143 58 1,223 

３級 2 35 110 215 182 157 119 27 847 

計 22 145 328 562 420 362 265 90 2,194 

 

  

４ 精神障害者 
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Ⅱ 障害者総合支援法 

 平成18年４月１日、これまでの障害種別によって異なった制度やサービスから身体・知的・精神に共 

通のサービス体系へと一元化を図る新たな制度として「障害者自立支援法」が施行された。 

 その後も、制度の谷間のない支援の提供、個々のニーズに基づいた地域生活支援体系の整備等を目指 

して検討が進められ、平成25年４月１日に「障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための 

法律（以下「障害者総合支援法」という）が施行された。 

 

１ 障害福祉サービスの利用のしかた 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑴ 申請者は、市が発行した「サービス等利用計画案の提出依頼書」を持って、指定特定相談支援事業所 

の相談支援専門員に現状や課題等について相談します。 

 

⑵ 相談支援専門員は申請者の区分判定結果等を踏まえ、課題解決に向けた適切な「サービス等利用計画 

案」を作成します。 

 

⑶ 申請者はそのサービス等利用計画案を市に提出します。 

 

⑷ 市はそのサービス等利用計画案を参考に支給決定・モニタリング期間の設定を行い、申請者に対し受 

給者証を交付します。 

 

⑸ 相談支援専門員は「サービス等利用計画」を作成し、申請者はサービスの利用を開始します。 

 

⑹ 相談支援専門員は利用者の状況把握・支援に努め、定められたモニタリング期間に基づき、課題解決 

についての評価を行います。 

 

※ 「サービス等利用計画」は申請者自らが作成する方法（セルフプラン）も認められています。 
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２ 自立支援システムの全体像 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  相談支援   移動支援 

  コミュニケーション支援   地域活動支援センター 

  日常生活用具の給付または貸与   その他の日常生活または社会生活支援 

 

 

 

 

 

 

 

  専門性の高い相談支援 

 

  広域的な対応が必要な事業 

 

  人材育成等 

自立支援給付 介護給付 

  居宅介護（ホームヘルプ） 

  重度訪問介護 

  行動援護 

  同行援護 

  重度障害者等包括支援 

  短期入所 

（ショートステイ） 

  療養介護 

  生活介護 

  施設入所支援 

障
害
者
・
児 

訓練等給付 

  自立訓練 

  自立生活援助 

  就労移行支援 

  就労継続支援 

  就労定着支援 

  共同生活援助 

（グループホーム） 

自立支援医療 

  更生医療 

  育成医療 

  精神通院公費 ※ 

※実施主体は県 

補装具 

地域生活支援事業 

市町村 

地域相談支援給付 

  地域移行支援 

  地域定着支援 

都道府県 

支 援 

計画相談支援給付 

  サービス利用支援 

  継続サービス利用支援 
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３ 障害児を対象としたサービス 

障害児を対象とした施設・事業は平成24年4月に児童福祉法に根拠規定が一本化され、体系も再編され

た。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４ 富士市障害者自立支援協議会 

各関係機関がそれぞれの情報を共有して具体的に協働するため、その中核をなす機関として「富士市

障害者自立支援協議会」を設置。 

【事業の内容】 
・ 相談支援事業の実施（評価を含む）に関すること。 

・ 困難事例の協議・調整に関すること。 

・ 関係機関によるネットワーク構築に向けた協議に関すること。 

・ 地域の社会資源の開発、改善に関すること。 

・ 権利擁護体制に関すること。 

・ 啓発活動や委員研修に関すること。 

 

 

障害児支援 

  児童発達支援 

  居宅訪問型児童発達支援 

  放課後等デイサービス 

  保育所等訪問支援 

  障害児相談支援 

障害児入所施設 

  福祉型障害児入所施設 

  医療型障害児入所施設 

 

 

 

都 道 府 県 市 町 村 

障害者週間記念事業実行委員会 

・社会参加 

・研修 

・こども 

・就労 

・地域生活 

専門部会 全体会議 

プロジェクト会議 
代表者会議 

推進会議 

事務局

・こども支援 

・グループホーム 

・就労 

・居宅サービス 

・生活介護 

・相談支援 

連絡会 
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Ⅲ 障害支援区分認定 

障害者総合支援法に定める介護給付・訓練等給付を利用する場合は、障害支援区分の認定調査が必要と

なる。 

 障害支援認定区分とは、障害者等の障害の多様な特性その他の心身の状態に応じて必要とされる標準的

な支援の度合いを総合的に示す区分であり、「非該当」、「区分１」から「区分６」までに分類される。（必

要とされる支援の量が多いほど数字が大きくなる。） 

 これは、市がサービスの種類や量を決定する場合の指標の１つになる。ただし、支給量の上限を規定す

るものではない。 

 

 

 

１ 障害支援区分認定調査・概況調査 

障害支援区分を判定するために、認定調査員が、申請のあった本人及び保護者等と面接をし、３障害

共通の調査項目等について調査する認定調査と、認定調査に併せて、申請者本人及び家族等の状況や現

在のサービス内容や家族からの介護状況について調査する概況調査を実施。 

 

２ 障害支援区分認定調査の実施状況 

  実施状況                                    （単位：人） 

年 度 

種 別 
令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

介 護 給 付 

（訓練等給付併用者も含む） 
365 417 458 448 507 

 

 

１ 障害支援区分認定等審査会 

障害者総合支援法第15条に基づき、介護給付に係る障害支援区分認定・障害支援区分認定有効期間

を定めたり、市町村の支給要否決定に係る意見を述べる審査判定業務を行ったりするため、市の附属

機関として設置。ただし、原則として訓練等給付のみの人は審査会の判定は行わない。 

 

２ 審査会委員数及び任期 

医療関係５人、福祉関係５人の計10人で任期は２年（令和７年３月31日）。合議体数は２合議体。 

  

１ 障害支援区分認定調査 

２ 障害支援区分認定等審査 
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３ 障害支援区分認定等審査会の実施状況 

種別状況                             （単位：人） 

年 度 

種 別 
令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

新   規 123 105 112 130 143 

更   新 231 297 333 305 354 

変   更 11 15 13 13 10 

そ の 他 29 33 36 38 32 

計 394 450 494 486 539 

※ 「更新」は、認定の有効期間を継続するために行う更新の申請。 

※ 「変更」は、身体等の状況変化により有効期間の途中で行う申請。 

※ 「その他」は、障害福祉サービス標準利用期間更新申請及び支給量調整申請等の件数。 

 

審査会判定状況                            （単位：人） 

年 度 

区 分 
令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

非該当 0 0 0 0 0 

区分１ 1 5 3 4 5 

区分２ 49 56 42 69 87 

区分３ 80 73 100 99 120 

区分４ 75 82 104 94 95 

区分５ 52 62 85 50 61 

区分６ 108 139 124 132 139 

計 365 417 458 448 507 

審査会回数 12 回 13 回 14 回 14 回 15回 
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Ⅳ 自立支援給付 

 

 

障害福祉サービスの利用 

⑴ サービスの利用状況                      （単位：時間・人・日・回） 

種
類 

サービスの 

種 類 
 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

介 

護 

給 

付 

居 宅 介 護 
延 利 用 者 数 2,368 2,428 2,530 2,574 2,764 

延利用時間数 44,404 48,055 49,251 49,414 52,164 

重度訪問介護 
延 利 用 者 数 90 96 101 123 152 

延利用時間数 44,979 50,318 49,121 62,216 67,433 

行 動 援 護 
延 利 用 者 数 94 98 114 154 240 

延利用時間数 1,335 1,068 1,044 1,833 2,865 

同 行 援 護 
延 利 用 者 数 326 326 328 350 356 

延利用時間数 4,087 4,044 5,370 6,669 7239 

重度障害者等 

包 括 支 援 

延 利 用 者 数 0 0 0 0 0 

延利用時間数 0 0 0 0 0 

短 期 入 所 
延 利 用 者 数 867 888 916 997 1,158 

延 利 用 日 数 6,167 5,936 6,131 5,873 6,838 

療 養 介 護 
延 利 用 者 数 310 311 334 341 315 

延 利 用 日 数 9,392 9,438 10,090 10,368 9,559 

生 活 介 護 
延 利 用 者 数 5,604 5,813 5,967 6,109 6,180 

延 利 用 日 数 107,723 113,126 114,746 117,400 117,607 

施設入所支援 
延 利 用 者 数 2,708 2,690 2,665 2,664 2,633 

延 利 用 日 数 80,455 80,626 79,193 79,774 78,832 

訓 

練 
等 

給 

付 

自 立 訓 練   

（機能訓練） 

延 利 用 者 数 10 4 38 72 56 

延 利 用 日 数 203 72 307 674 706 

自 立 訓 練  

（生活訓練） 

延 利 用 者 数 284 553 526 429 511 

延 利 用 日 数 4,925 8,718 8,221 6,894 7,501 

就労移行支援 
延 利 用 者 数 1,105 999 947 1,060 1,007 

延 利 用 日 数 17,317 16,538 15,956 17,173 16,373 

就 労 継 続 

支 援 Ａ 型 

延 利 用 者 数 1,594 1,766 1,865 1,887 1,973 

延 利 用 日 数 30,424 34,088 35,620 36,105 37,736 

就 労 継 続 

支 援 Ｂ 型 

延 利 用 者 数 5,556 6,150 7,099 8,429 9,509 

延 利 用 日 数 99,599 109,764 124,508 148,898 165,359 

就労定着支援 延 利 用 者 数 528 540 451 396 429 

自立生活援助 延 利 用 者 数 0 0 0 0 0 

共同生活援助 延 利 用 者 数 2,212 2,466 3,054 3,522 3,954 

障

害

児

通

所

給

付 

児童発達支援 
延 利 用 者 数 1,021 1,253 1,234 1,573 1,979 

延 利 用 日 数 12,566 13,892 15,689 19,087 23,563 

放課後デイ 

サ ー ビ ス 

延 利 用 者 数 6,960 7,754 8,675 9,535 10,416 

延 利 用 日 数 92,430 104,647 119,697 135,883 147,506 

保 育 所 等 

訪 問 支 援 

延 利 用 者 数 ─ 126 141 102 78 

延 利 用 日 数 ─ 114 129 122 112 

居宅訪問型 

児童発達支援 

延 利 用 者 数 ─ 6 13 0 3 

延 利 用 日 数 ─ 15 40 0 14 

障害児計画相談 延 利 用 回 数 1,488 1,660 1,923 1,734 1,823 

計画相談支援給付 延 利 用 回 数 3,925 3,950 3,935 4,333 4,764 

地域相談支援給付 延 利 用 回 数 383 219 372 112 47 

 

１ 介護給付等 
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⑵ サービスの内容 

種
別 

サービスの種類 内   容 

介 

護 

給 

付 

居 宅 介 護 
居宅で自立した日常生活・社会生活を営むため、障害の状況や生活環境に応じて、入浴、排

せつ、食事等の介護、調理、洗濯、掃除等の家事援助、通院の介助などを行います。 

重 度 訪 問 介 護 
重度の肢体不自由者で常に介護を必要とする人に、自宅で、入浴、排せつ、食事の介護、外

出時における移動の支援などを総合的に行います。 

行 動 援 護 
知的障害又は精神障害により自己判断能力が制限されている人が行動するときに、危険を回

避するために必要な支援、外出支援を行います。 

同 行 援 護 視覚障害により移動が困難な人に、外出時にヘルパーが同行して移動の支援を行います。 

重度障害者等包括支援 介護の必要性がとても高い人に、居宅介護等複数のサービスを包括的に行います。 

短 期 入 所 
自宅で介護する人が病気の場合などに、短期間、夜間も含め施設で、入浴排せつ、食事の介

護等を行います。 

療 養 介 護 
医療と常時介護を必要とする人に、医療機関で機能訓練、療養上の管理、看護、介護及び日

常生活の世話を行います。 

生 活 介 護 
常に介護を必要とする人に、昼間、入浴、排せつ、食事の介護等を行うとともに、創作的活動

又は生産活動の機会を提供します。 

施 設 入 所 支 援 
施設において夜間に入浴、排せつ、食事等の介護、相談、助言など日常生活上必要な援助

を行います。昼間には生活介護等日中活動系のサービスを行います。  

訓 

練 

等 

給 

付 

自 立 訓 練 

（ 機 能 訓 練 ） 

施設・病院を退所・退院したり、特別支援学校を卒業して、地域生活を営む上で身体機能・生

活能力の維持・向上のための支援が必要な身体障害者や難病患者等に対して、一定期間、リ

ハビリテーションや生活等に関する相談・助言などを行ないます。 

自 立 訓 練 

（ 生 活 訓 練 ） 

施設・病院を退所・退院したり、特別支援学校を卒業して、地域生活を営む上で生活能力の

維持・向上のための支援が必要な知的障害者または精神障害者に対して、一定期間、自立し

た日常生活を営むために必要な訓練と、生活等に関する相談・助言などを行ないます。 

就 労 移 行 支 援 
一般企業等への就労を希望する人や、技術を習得し、在宅で就労等を希望する人に、一定

期間、就労に必要な知識及び能力の向上のために必要な訓練を行います。 

就労継続支援Ａ型 
一般企業等に雇用されることが困難で、雇用契約に基づく就労が可能と見込まれる障害者

に、雇用に基づく就労機会の提供や一般就労に必要な知識・能力の向上のための訓練など

を行います。 

就労継続支援Ｂ型 
一般企業等に雇用されることが困難で、雇用契約に基づく就労が困難である障害者に、就労

や生産活動の機会を提供し、就労に必要な知識・能力の向上のための訓練などを行います。 

就 労 定 着 支 援 
就労支援を利用して一般就労した障害者に対して、就労により生じる生活面での課題に対応

するべく、事業所と家族、関係機関との連絡調整や指導、助言など必要な支援を行ないます。 

自 立 生 活 援 助 
施設や医療機関から地域生活へ移行した障害者に対して、定期訪問や随時の対応等により

日常生活上の課題を把握し、必要な情報の提供や助言、関係機関との連絡調整等を行う。 

共 同 生 活 援 助 夜間や、休日、共同生活を行う住居で、相談や日常生活上の援助を行います。 

障
害
児
通
所
給
付 

児 童 発 達 支 援 
日常生活における基本的な動作の指導、知識技能の付与、集団生活への適応訓練、その他

必要な支援を行います。 

放課後等デイサービス  
障害のある児童に対して、放課後や夏休みなど長期休業日に、通所により生活能力の向上の

ために必要な療育や、社会との交流の促進など、必要な支援を継続的に行います。 

居 宅 訪 問 型 

児 童 発 達 支 援 
重度の障害等により外出が著しく困難な障害児の居宅を訪問して発達支援を行います。 

保育所等訪問支援 
保育所等、乳児院・児童養護施設を訪問し、障害児に障害児以外の児童との集団生活への

適応のための専門的な支援等を行います。 

障 害 児 相 談 支 援 
障害児通所支援の利用に当たり、障害児支援利用計画を作成します。またサービス事業者と

の連絡調整、利用状況の確認等を行い、障害児通所支援利用が適正であるか一定期間ごと

に計画を見直して障害児通所支援利用継続の支援を行います。 

計 画 相 談 支 援 給 付 

（サービス利用支援・ 

継続サービス利用支援） 

障害福祉サービスの利用に当たり、サービス等利用計画を作成します。またサービス事業者と

の連絡調整、利用状況の確認等を行い、サービス利用が適正であるか一定期間ごとに計画を

見直してサービス利用継続の支援を行います。  

地 域 相 談 給 付 

（地域移行支援・地域定着支援） 

障害者支援施設等の入所施設や精神科病棟等の医療機関から地域生活へ移行するための

支援や、居宅において一人暮らしをしている方等の常時連絡体制の確保や緊急時等におけ

る支援を行います。 
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１ 更生医療の助成 

身体障害者手帳に記載されている障害で、さらに治療を加えればその障害が軽減され、日常生活の

向上が見込まれる身体障害者に対し医療費の助成を行う。原則として、医療費の１割が自己負担であ

る。ただし、世帯の所得状況に応じて上限額が設定される。 

更生医療の助成状況                             （単位：人） 

年 度 

区 分 
令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

入 院 12 12 11 19 16 

外 来 127 125 132 132 141 

計 139 137 143 151 157 

 

２ 育成医療の助成 

  18歳未満児で、身体障害者福祉法に定める障害を有する者、また現に持つ疾患を放置すれば、将来

障害者になる者に対し医療費の助成を行う。原則として、医療費の１割が自己負担である。ただし、

世帯の所得状況に応じて上限額が設定される。平成25年度から事務が市に委譲された。 

 育成医療の助成状況                            （単位：人） 

年 度 

区 分 
令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

入 院 1 1 2 1 0 

外 来 7 10 13 5 2 

計 8 11 15 6 2 

 

３ 精神通院医療の申請・交付事務 

障害者総合支援法に基づく自立支援医療費制度で、有効期限は１年間。 

自己負担は医療費の原則１割。所得や疾病の状況に応じて毎月の自己負担上限額が異なる。 

実施主体は県で、審査会、承認等は精神保健センターで行われている。市は申請・交付事務のみ。 

精神通院医療の受給状況＜各年度３月末日現在＞                （単位：人） 

年 度 

区 分 
令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

延受給者数 3,511 3,314 3,645 3,978 4,287 

 

精神通院医療の年代別の状況＜令和７年３月末日現在＞             （単位：人） 

年代 

 

年度 

80才 

以上 
70才台 60才台 50才台 40才台 30才台 20才台 

20才 

未満 
計 

令和６年度 66 288 653 1,125 827 718 539 71 4,287 

 

  

２ 自立支援医療 
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補装具の交付・修理（補装具の種目、購入又は修理に要する費用の額の算定等に関する基準） 

身体障害者等の身体機能を補完又は代替するために必要と認められる補装具の交付、修理に要する費

用の給付を行う。原則として費用の１割が自己負担であるが、世帯の所得状況に応じて上限額が設定さ

れる。平成30年度から用具の借り受けに要する費用が補装具費の支給対象となった。 

令和６年度補装具交付・修理件数（児童分も含む）                （単位：件・円） 

区   分 

交        付 修        理 

決定 

件数 

金     額 
決定 

件数 

金     額 

公費負担額 自己負担額 
公費負担

額 

自己負担

額 

義 肢     
義 手          1 394,538 37,200 1 39,167 0 

義 足          7 6,060,618 221,855 14 2,531,672 105,692 

装 具     

下 肢          71 5,833,337 232,194 8 216,194 0 

靴 型          4 637,590 0 1 8,300 922 

体 幹          1 103,933 0 0 0 0 

上 肢          0 0 0 0 0 0 

姿勢保持装

置 

姿 勢 保 持 機 能 付 車 い す 4 2,420,621 0 1 33,000 0 

姿勢保持機能付電動車いす 0 0 0 0 0 0 

そ   の   他 8 3,072,427 0 7 843,095 75,554 

視 覚 障 害 者 安 全 つ え 16 107,112 3,514 0 0 0 

義 眼 1 92,114 0 0 0 0 

眼  鏡 

矯 正 眼 鏡          4 104,783 3,300 0 0 0 

遮 光 眼 鏡          8 206,500 11,647 0 0 0 

コンタクトレンズ          0 0 0 0 0 0 

弱 視 眼 鏡          0 0 0 0 0 0 

補 聴 器     

高 度 難 聴 用 ポ ケ ッ ト 型 2 106,783 5,563 0 0 0 

高 度 難 聴 用 耳 掛 け 型 71 4,105,058 175,946 12 434,797 3,865 

重 度 難 聴 用 ポ ケ ッ ト 型 0 0 0 0 0 0 

重 度 難 聴 用 耳 掛 け 型 31 2,800,366 151,604 22 569,331 24,470 

耳あな型（レディメイド） 1 99,520 0 0 0 0 

耳あな型（オーダーメイド） 2 603,628 0 0 0 0 

人工内耳者のFM補聴システム 2 314,811 34,979 1 36,517 0 

デ ジ タ ル 骨 導 式 0 0 0 0 0 0 

人 工 内 耳 用 音 声 処 理 装 置 の 修 理 0 0 0 1 29,700 0 

車 い す     

普 通 型 33 7,407,313 270,652 39 2,240,529 72,568 

リ ク ラ イ ニ ン グ 式 普 通 型 1 193,948 0 0 0 0 

片 手 駆 動 型 0 0 0 0 0 0 

手 押 し 型 3 697,924 0 3 122,143 2,200 

リクライニング式手押し型 1 289,168 0 1 57,187 0 

テ ィ ル ト 式 手 押 し 型 1 246,228 27,358 1 276,617 3,996 

リクライニング・ティルト式普通型  1 376,777 0 1 18,205 0 

リクライニング・ティルト式手押し型 10 3,818,509 111,600 2 26,500 0 

そ の 他 1 427,959 37,200 3 148,604 4,282 

電動車いす 

簡 易 型 切 替 式 0 0 0 9 1,325,505 23,058 

電 動 リ フ ト 式 普 通 型 0 0 0 0 0 0 

電 動 テ ィ ル ト 式 普 通 型 0 0 0 0 0 0 

電動リクライニング式普通型 0 0 0 0 0 0 

そ の 他 0 0 0 2 35,055 0 

座 位 保 持 い す ※ 7 958,806 64,472 0 0 0 

起 立 保 持 具 ※ 0 0 0 0 0 0 

歩 行 器 7 749,377 77,417 1 68,052 0 

頭 部 保 持 具 ※ 0 0 0 0 0 0 

排 便 補 助 具 ※ 0 0 0 0 0 0 

歩 行 補 助 つ え 9 98,763 7,955 0 0 0 

重 度 障 害 者 用 意 思 伝 達 装 置 3 2,101,522 74,400 0 0 0 

計 311 44,430,033 1,548,856 130 9,060,170 316,607 

３ 補 装 具 

※ 座位保持いす、起立保持具、頭部保持具、排便補助具については、児童のみ対象。 
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Ⅴ 地域生活支援事業 

 

 

１ 障害者相談支援事業 

障害者等の福祉に関する各般の問題につき、障害者等からの相談に応じ、必要な情報の提供及び助

言その他障害福祉サービスの利用支援等、必要な支援を行うとともに、虐待の防止及びその早期発見

のための関係機関との連携調整その他の障害者等の権利擁護のための必要な援助を行う。 

 

  委託事業所：くぬぎの里・せふりー・サポートセンターほっと、ゆうゆう・自立生活センター富士  

 （R7～彩り）・いろはに(～R6)・インクル(R5～)       

相談状況（支援方法別件数）                          （単位：件） 

年 度 来所相談 電話・メール 訪問・同行 関係機関連絡等 その他 合計 

令和２年度 3,526 7,121 4,048 10,426 374 25,495 

令和３年度 4,449 7,232 3,125 10,028 487 25,321 

令和４年度 3,847 6,020 3,056 8,268 230 21,421 

令和５年度 3,479 5,720 3,209 7,917 216 20,541 

令和６年度 3,984 5,535 3,253 7,446 278 20,496 

 

２ 富士市障害者基幹相談支援センター 

     総合的・専門的な相談支援、相談支援事業者に対する専門的な指導・助言、人材育成の支援等を

実施する。 

相談状況（支援方法別件数）                          （単位：件） 

年 度 来所相談 電話・メール 訪問・同行 関係機関連絡等 その他 合計 

令和元年度 1,260 3,568 530 3,446 86 8,890 

令和２年度 1,124 3,306 674 2,621 6 7,731 

令和３年度 875 3,096 1,122 2,588 38 7,719 

令和４年度 662 2,500 1,065 3,520 20 7,767 

令和５年度 609 1,159 634 1,721 13 4,136 

令和６年度 513 2,995 488 983 18 4,997 

 

３ 成年後見制度利用支援事業 

障害福祉サービスの利用等の観点から、成年後見制度の利用が有効と認められる知的障害者又は精

神障害者に対し、成年後見制度の利用を支援することによりこれらの障害者の権利擁護を図る。 

市長申立の状況                                                       （単位：人） 

年    度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

申 立 人 数 2 4 7 5 1 

報 酬 助 成 4 5 8 5 3 

 

 

１ 相談支援事業 
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４ 障害者虐待防止 

⑴ 虐待への対応状況（令和６年度） 

種 別 養護者 事業者 使用者 その他 計 

件 数 6 11 0 0 17 

 

⑵ ⑴のうち虐待ケースとして対応した件数 

種 別 養護者 事業者 使用者 その他 計 

件 数 4 5 0 0 9 

虐
待
内
容
※ 

身体的虐待 2 2 0 0 4 

性 的 虐 待 0 0 0 0 0 

心理的虐待 1 2 0 0 3 

ネグレクト 0 0 0 0 0 

経済的虐待 1 1 0 0 2 

不 明 0 0 0 0 0 

 

⑶ ⑵のうち養護者虐待の場合の虐待者 

虐 

待 
者 

※ 

区 分 件 数 

親（養父母含） 2 

祖父母 0 

夫・妻 1 

息子・娘 0 

嫁・婿 0 

孫 0 

兄弟姉妹 1 

叔父・叔母 0 

その他（不明含） 0 

   ※ １件当たり複数該当する場合はいずれも計上する。 

    

⑷ 障害者虐待防止ネットワークの構築 

・ 「富士市高齢者・障害者権利擁護ネットワーク協議会」 

障害者の虐待と早期発見及びその適切な支援を図るため、障害者虐待防止法第35条の規定に 

基づき設置している。 

・ 「富士市高齢者・障害者虐待防止連絡会」 

障害者虐待について迅速に対応できるよう、行政機関内での連携を図るために実施する。 
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５ 障害者差別解消に関する相談 

障害を理由とする差別に関する障害者等からの相談に的確に対応をするため、平成28年度から相談窓

口を設置している。 

  相談状況                                   （単位：件） 

年   度 不当な差別的取扱い 合理的配慮の不提供 その他 合計 

令和元年度 0 2 0 2 

令和２年度 0 0 2 2 

令和３年度 1 0 1 2 

令和４年度 0 1 1 2 

令和５年度 0 0 3 3 

令和６年度 0 1 5 6 

 

 

 

１ 手話通訳者の派遣 

聴覚障害者が、官公庁や病院等へ出かけるとき、適当な介護者が得られないためコミュニケーション

を図るうえで支障がある場合に、民間から協力者として登録されている手話通訳者を派遣する。 

派遣の状況                               （単位：人・件） 

年    度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

派 遣 人 数       96 122 77 125 136 

件    数 87 112 60 110 111 

※ 手話通訳者の派遣は１件につき２人以上の派遣もあるため、派遣人数と件数が異なる。 

 

２ 要約筆記者の派遣 

中途失聴者が官公庁等での手続きや公的行事に参加するとき要約筆記者を派遣する。 

派遣の状況                               （単位：人・件） 

年    度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

派 遣 人 数       62 78 70 95 91 

件    数 55 63 112 81 66 

※ 要約筆記者の派遣は１件につき２人以上の派遣もあるため、派遣人数と件数が異なる。 

 

３ 手話通訳者の設置（平成18年４月～） 

聴覚障害者等のコミュニケーションの円滑化を推進するため、手話通訳を行う者を障害福祉課に設

置し、意思疎通の支援を実施する。 

通訳件数                                  （単位：件） 

年    度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

通 訳 件 数 320 332 286 257 209 

 

２ コミュニケーション支援事業 
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日常生活用具の給付 

日常生活の便宜を図るために身体障害者等に対し日常生活用具の給付または貸与を行う。 

給付状況                                   （単位：件） 

 

 

給付／ 

貸与の別 

年 度 

種 目 

令 和

２年度 

令 和

３年度 

令 和

４年度 

令 和 

５年度 

令 和 

６年度 

給 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

付 

視 覚 障 害 者 用 時 計 3 2 3 3 6 

点 字 タ イ プ ラ イ タ ー 0 1 0 0 0 

電 磁 調 理 器 2 0 0 0 2 

視 覚 障 害 者 用 

ポ ー タ ブ ル レ コ ー ダ ー 
4 1 7 3 5 

視 覚 障 害 者 用 体 温 計 7 6 2 0 4 

視覚障害者用拡大読書器 3 4 7 4 4 

視 覚 障 害 者 用 血 圧 計 5 3 1 3 5 

視覚障害者用物品識別装置 0 0 0 0 0 

情 報 ・ 通 信 支 援 用 具 6 7 4 5 4 

聴 覚 障 害 者 用 通 信 装 置 6 1 1 2 1 

聴覚障害者屋内信号装置 3 2 3 3 3 

便 器 1 2 0 0 1 

入 浴 補 助 用 具 9 12 10 7 14 

移 動 ・ 移 乗 支 援 用 具 6 8 3 4 6 

特 殊 マ ッ ト 7 7 5 9 8 

特 殊 寝 台 8 9 7 7 9 

体 位 変 換 器 2 2 1 0 2 

Ｔ 字 状 ・ 棒 状 の 杖 6 5 7 5 2 

頭 部 保 護 帽 16 12 11 12 8 

電 気 式 た ん 吸 引 器 12 8 11 14 13 

ネ ブ ラ イ ザ ー 1 1 3 3 5 

吸引器・ネブライザー両用器 3 1 7 6 2 

透 析 液 加 温 器 2 1 2 1 0 

ス ト マ 用 装 具 

（代替品紙おむつ含む） 
4,831 4,912 5,235 5,461 5,285 

収 尿 器 0 0 0 0 0 

人 工 喉 頭 5 5 5 10 8 

人工喉頭（埋込型用人工鼻） 41 26 18 30 35 

火 災 警 報 器 0 0 0 0 1 

居 宅 生 活 動 作 補 助 用 具 12 5 3 4 11 

そ の 他 38 32 26 33 41 

計 5,039 5,075 5,382 5,629 5,485 

３ 日常生活用具の給付 
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１ 障害者等移動支援事業 

  屋外での移動が困難な障害者等について、外出のための支援を行い、地域における自立生活及び社会

参加を促す。 

利用状況                                （単位：人・時間） 

年 度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

実 利 用 者 数 94 96 95 97 126 

延 時 間 数 4,989 4,652 4,643 7,069 6,994 

 

２ 車いす移送車運行事業 

車いす使用者の通院時などに、ボランティアの運転によりリフト付きワゴン車を運行する。 

令和４年度をもって事業終了。 

利用状況                                （単位：人・件） 

年 度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

利 用 登 録 者 数 34 22 21 ─ ─ 

利 用 件 数 77 99 79 ─ ─ 

移送ボランティア数 36 41 40 ─ ─ 

ボランティア活動数 230 250 184 ─ ─ 

 

３ 富士市心身障害当事者団体バス借上げ事業 

心身障害者等の社会参加活動を促進するため、心身障害当事者及び家族などが構成する団体が社会参

加活動を行うために必要となるバスを一般貸切バス事業者から借上げ、その費用の一部を負担する。 

令和４年度をもって事業終了。 

利用状況 

年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

運 行 回 数（回） 6 4 13 ─ ─ 

利用延人数（人） 88 66 256 ─ ─ 

走 行 距 離（㎞） 582 252 1,771 ─ ─ 

 

  

４ 移動支援事業 
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 地域生活を営む障害者等に対し、創作的活動や生産活動の機会を提供し、また社会との交流の促進等 

の便宜を供与することにより、障害者の地域生活の促進を図る。 

 利用状況 

年 度 
4時間まで 

（延べ利用人数） 

4時間を超え 

8時間まで 

（延べ利用人数） 

8時間以上 

（延べ利用人数） 

支給決定者数（人） 

（各年度末現在） 

令和元年度 3,970 15,250 174 225 

令和２年度 3,063 15,921 0 219 

令和３年度 2,903 15,078 0 231 

令和４年度 2,691 14,098 109 247 

令和５年度 2,963 16,153 148 220 

令和６年度 2,990 16,306 303 228 

 

 

 

１ 訪問入浴サービス事業 

地域における身体障害者の生活を支援するため、訪問により居宅において入浴サービスを提供し、

身体障害者の身体の清潔の保持、心身機能の維持等を図る。 

利用状況                                （単位：人・回） 

年 度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

実 人 員 21 20 19 20 13 

派 遣 回 数 1,421 1,549 1,406 1,073 1,069 

 

２ 生活支援事業 

⑴ 生活訓練等事業 

① 知的障害者カルチャー講座 

障害を持つ人が社会生活を送る上で必要な技能を修得しながら仲間作りを進め余暇活動の充実を図

るため、文化スポーツ活動などの学習を実施している。 

参加状況（カルチャー講座） 

年 度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

講座数 

開催数 

９講座 

65回 

９講座 

74回 

９講座 

82回 

９講座 

93回 

９講座 

91回 

延人数  779人 1,008人 1,035人 1,216人 1,246人 

※ 富士市手をつなぐ育成会へ委託により実施 

 

  

５ 地域活動支援センター事業 

６ その他の事業 
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② 「ことばの相談室」の設置 

 ことばに関して何らかの障害を持つ特別支援学校・特別支援学級に通学する児童・生徒を対象と 

し、相談・訓練を通してコミュニケーションの手段を獲得することを目的としてフィランセにて 

「ことばの相談室」を実施している。 

利用状況 

年 度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

延べ利用人数

（ 人 ） 
621 601 719 354 372 

開所日数（日） 231 218 228 238 230 

 

⑵ 福祉機器等リサイクル事業 

在宅介護の負担軽減と、福祉機器の有効利用を目的として、不要になった福祉機器等を譲りたい方と 

必要とする方に対して必要な情報を提供している。 

利用状況                                  （単位：件） 

年 度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

譲 る 67 76 64 50 40 

必 要 68 113 69 56 50 

成 立 54 57 52 43 39 

※ 富士市社会福祉協議会へ委託により実施 

 

３ 日中一時支援事業 

  障害児（者）の日中における活動の場を確保し、障害児（者）の家族の就労支援並びに一時的な休

息を目的として実施している。 

利用状況                              （単位：回・人） 

年 度 対象 
4時間まで 

（延べ利用人数） 

4時間を超え 

8時間まで 

（延べ利用人数） 

8時間を超え 

日帰り 

（延べ利用人数） 

支給決定者数（人） 

（各年度末現在） 

令 和 

元年度 

成人 642 1,459 360 235 

児童 1,419 834 458 175 

令 和

２年度 

成人 747 1,285 272 255 

児童 819 625 224 149 

令 和

３年度 

成人 781 1,186 278 285 

児童 1,179 899 255 159 

令 和

４年度 

成人 1,147 1,108 298 310 

児童 952 611 227 149 

令 和 

５年度 

成人 1,162 879 365 198 

児童 580 526 226 121 

令 和 

６年度 

成人 920 912 341 311 

児童 592 590 237 127 
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社会参加促進事業 

⑴ 心身障害児者ふれあい交流事業 

心身障害児（者）・家族、ボランティアの交流を目的としたふれあい交流事業を実施している。令和

６年度はクリスマス会、うぃんたーふぇすたを開催。 

参加状況                                           （単位：人） 

年 度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

参 加 人 数 休 止 333 376 412 415 

※ 富士市手をつなぐ育成会へ委託により実施 

 

⑵ 音声行政情報提供事業 

毎月発行される広報ふじ、福祉のしおりなどの内容をボランティアの協力によりＣＤ・カセットテ

ープに録音し、希望者に貸出している。 

利用状況                                   （単位：人） 

年   度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

人   数 24 21 20 20 17 

※ 富士市社会福祉協議会へ委託により実施 

 

⑶ 手話奉仕員養成講座 

聴覚障害者の福祉の向上を図ることを目的として、手話を普及し、聴覚障害者に対する健聴者の理

解を深めるため、手話奉仕員養成講座を開催し手話奉仕員の養成を行っている。 

受講状況                                   （単位：人） 

年 度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

受 講 者 数 休 止 30（入門・基礎） 43（入門・基礎） 49（入門・基礎） 37 
(入門基礎・基礎) 

※ 富士市手話奉仕員養成講座企画運営委員会へ委託により実施 

 

⑷ 要約筆記はじめて講座 

中途失聴者等へ記述により情報を伝えるための手法、技法を学び、聴覚障害者との情報の橋渡しを

するための養成講座を開催している。 

受講状況                                   （単位：人） 

年   度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

受 講 者 数 休 止 15 7 24 15 

※ 要約筆記サークルＯＨＰふじへ委託により実施 

 

⑸ 点字入門講座の開講 

点字の手打ちやパソコンを使った点訳の学習を通じて、視覚に障害を持つ方への理解を深めるとと

もに、点訳ボランティアを養成するための講座を開催している。 

受講状況                                   （単位：人） 

年   度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

受 講 者 数 4 休 止 3 5 5 
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⑹ 音訳ボランティア養成事業 

視覚障害者へ声の情報を提供するために、広報ふじ等をＣＤ・カセットテープに録音するボランテ

ィアの養成講座を開催する。 

受講状況                                  （単位：人） 

年   度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

受 講 者 数 休 止 休 止 6 休 止 休 止 

※ 富士市社会福祉協議会へ委託により実施 

 

⑺ 自動車改造費の助成 

身体障害者の社会参加の範囲を拡大し福祉増進を図るため、身体障害者自らが所有し運転する自動

車の手動装置等を改造した場合に要した費用（10万円を限度とし、１割を自己負担とする）を助成し

ている。ただし、所得の状況により受けられない場合がある。 

利用状況                                  （単位：件） 

年    度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

件    数 10 5 5 4 1 

 

⑻ 運転免許取得費の助成 

身体障害者の社会参加の範囲を拡大し福祉増進を図るため、身体障害者が自動車運転免許を取得し

た場合に要した費用（要した費用の２/３、10万円を限度とする）を助成している。ただし、所得の状

況により受けられない場合がある。 

利用状況                                  （単位：件） 

年    度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

件    数 1 2 2 2 1 

 

⑼ 障害者週間記念事業 

 障害者基本法に基づき、障害者福祉についての関心と理解を深め、障害者が社会、経済、文化活

動等に積極的に参加する意欲を高めるため、毎年12月3日～12月9日の障害者週間の期間に記念事業

を実施している。 

開 催 日 ： 令和６年12月７日（土） 

会  場 ： 富士市教育プラザ 

 タイトル ： ひらめき、きらめき、ときめいて 

       ～福祉サービスを知ろう～ 

 内  容 ： 福祉事業所の紹介や体験、授産製品の販売など 

来場者 350名 
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(10) 手話言語条例周知啓発事業 

    富士市手話言語条例に基づき、全ての市民が手話は言語であることを認識し、手話への理解を深  

め、共に支え合う地域社会を目指すことを目的として実施している。 

   開 催 日 ： 令和６年９月２２日（日・祝） 

会   場 ： エスプラットフジスパーク 

 内  容  ： 手話カフェ 

「手話言語の国際デー」FujiSkyViewのブルーライトアップ（２２日～２３日） 

  

 開 催 日 ：令和６年１０月１５日(火) ／ 令和７年２月４日(火) 

 会   場 ：富士見台小学校 ／ 富士南小学校 

 内  容  ：小中学校手話出前講座 

※ 富士市手話言語条例周知啓発実行委員会へ委託により実施 

 

 

就労支援事業 

  障害者就労機能パワーアップ事業 

 障害者就労支援体制の構築・強化を図り、より多くの障害者の企業就労及び、就労継続支援事業所

等に通所する障害者の工賃アップにつなげることを目的として実施している。 

  就労支援コーディネーター  ２人 

事業活動の主な内容 

工 賃 ア ッ プ に 向 け た 取 組 自主製品の開発、販売促進、施設への作業委託 

企業就労の促進に向けた取組 
職場開拓のための企業訪問、就労者支援のため会社や家庭訪問 

電話による職場開拓、就職面接会への参加 

ネットワーク強化に向けての取組 
プロジェクト会議の開催、富士地区就業促進協議会への参加 

自立支援協議会、連絡調整会議等、各種会議出席 

そ の 他 インスタグラムの開設・投稿 

※ 富士市手をつなぐ育成会へ委託により実施 
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Ⅵ 障害者総合支援法以外の障害児・者福祉 

 

 

１ 心身障害児施策 

⑴ 発 生 予 防       

① 妊婦健康相談等 

妊娠届出時に母子健康手帳を交付し、保健指導を行っている。また、初妊婦を対象に「お母さん

お父さん教室」を開き、妊娠、出産、育児の知識を普及し、安心して子どもを生み育てられるよう

支援を行っている。 

② 妊婦健康診査 

妊婦が妊娠中に定期的に健康診査を受診し、妊婦と胎児の異常の早期発見により、異常出産及び

未熟児出生の予防等を図るため、公費による妊婦健康診査の助成を行っている。 

 

⑵ 早期発見・早期発達支援 

乳幼児の健康診査や健康相談、家庭訪問等で障害を持つ子どもの早期発見や把握に努めている。 

こども発達センターでは、発達障害に対する早期発達支援を行うため、他機関との連携を密に図り

ながら、就学前の乳幼児の発達相談及び個々の状態に応じた発達支援についての助言・指導を行って

いる。 

富士市における障害乳幼児の早期発見・早期発達支援システム 

  

１ 心身障害児の福祉 

家 庭 
医 療 機 関 
福 祉 関 係 機 関 
教 育 関 係 機 関 

保育幼稚園課 

保育園・幼稚園・認定こども園 
（ことばの教室４か園） 

障害福祉課 

こども家庭センター
（こども家庭課）※児童家庭担当 

富士児童相談所 

  
※
子
育
て
相
談
担
当 

こ
ど
も
家
庭
課 

 母子健康手帳交付 

健康診査（医療機関） 
  妊婦健康診査 

  新生児等聴覚スクリーニング検査 

 出生届出時面接 
 転入届出時面接 
 子育て相談等 

こども家庭センター 

地
域
保
健
課 

訪問指導 
乳幼児健康相談 
乳幼児健康診査 
健診事後フォロー 
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① 家庭訪問・乳幼児健康相談・健康診査 

すべての子どもを対象として、新生児等聴覚スクリーニング検査費の補助事業、乳幼児期の家庭

訪問・健康相談・健康診査等を実施し、子どもの心身の発育・発達状況を把握するとともに、早期

に障害を発見する機会とすることで適切な指導につなげている。 

 

ア 新生児等聴覚スクリーニング検査 

新生児期における聴覚障害の早期発見及び早期発達支援の推進のため、生後１か月までの児を 

対象に、医療機関にて公費による聴覚スクリーニング検査費の助成を行っている。 

 

イ 訪問指導 

乳児家庭全戸訪問、養育支援訪問を実施し、子育て情報の提供や子育ての支援を行っている。 

 

ウ 乳幼児健康相談 

子どもの発育・発達や保護者の育児不安、育児負担感などについての相談を行っている。 

 ・電話・来所相談 

乳幼児と保護者を対象に、電話や来所相談にて、子どもの発育や発達の確認、遊びや日常 

生活のすごし方、子どもとのかかわり方など、育児不安の軽減を図っている。 

・６か月児すくすく赤ちゃん講座 

 発育・発達に個人差が出始め、離乳食の開始等様々な変化が現れてくる６か月児と保護者を 

対象に、適切な養育、保護者自身の健康管理、保護者と子どもの正しい生活習慣の獲得のため 

の知識と情報を提供し子育ての支援を行っている。 

・離乳食講習会 

 発育及び発達状況に応じた離乳食の正しい知識を普及するとともに、一人一人の子どもの 

「食べる力」を育むための支援を行っている。 

 

エ 乳児健康診査 

医療機関にて１か月児・４か月児・10か月児を対象に健康診査を実施しており、早期に身体の 

異常等を発見する機会とすることで適切な指導につなげている。 

 

オ 幼児健康診査 

１歳６か月児健康診査・３歳児健康診査では、運動機能・視聴覚等の障害、精神発達遅滞など

の問題を発見し、支援につなげていくとともに、よい生活習慣形成のための相談・指導等を行っ

ている。また、健全な発育・発達を促し、保護者が安心して子育てできるよう支援するため、心

理士による相談も実施している。 

３歳児健康診査の眼科健診においては、屈折検査機器を使用し、弱視の早期発見に努めている。 

また、令和７年５月から、子どもの特性を早期に発見し、就学前までの切れ目のない支援を行 

うことを目的に、５歳児健康診査を開始する。 
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カ 健康相談・健康診査の事後フォロー 

・おやこ相談 

子どもの発達相談および保護者の育児相談を心理士が行っている。 

・おやこ（にこにこ）教室 

発達面で気になる幼児の経過観察と保護者への育児支援を保健師・心理士・保育士が 

行っている。 

・こども発達センター発達相談室からあ紹介 

・精密健康診査 

１歳６か月児・３歳児・５歳児健康診査において、精密健康診査が必要な子どもに受診票を 

発行している。 

 

② 発達相談・早期発達支援事業 

こども発達センター発達相談室（愛称「からあ」）では、発達の遅れやつまずきが見られる就学前

の子どもを対象に、相談・検査・評価等を実施し、個別相談や集団支援を行っている。また、保育

園や幼稚園、児童発達支援事業所等各関係機関と連携し、子どもの支援を行うとともに、障害に対

する理解を深めるため研修会等を実施している。 

発達相談室 年度別登録児（相談・指導対象児）数         （単位：人） 

年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

継続 534 528 539 526 527 

新規 251 249 289 266 274 

合計 785 777 828 792 801 

 

令和６年度登録児（801人）障害別分類（重複する場合は主な「障害」をカウントした） 

 

※「ＡＳＤ及び疑い」は、広汎性発達障害・自閉症スペクトラム等を含む。 

ＡＳＤ及びその疑い

６３％（５０２人）

知的発達の遅れ

２３％（１８８人）

ＡＤＨＤ及び疑い

６％（４８人）

肢体不自由

２％（１５人）

障害を認めず

２％（１４人）

構音障害

１％（１１人）

言語発達遅滞

１％（７人） 重度心身障害

１％（５人）

吃音１％（５人）

その他（緘黙、視覚障害

など）１％（６人）
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令和６年度新規登録児（274人）相談内容分類（保護者の主訴を基に分類したもの） 

 

 

ア 個別相談・個別支援 

子どもの発達状況に応じて、各スタッフが発達相談や支援を行う。 

 

イ 親子教室（グループ活動） 

子どもの年齢や発達状況に応じ、いくつかのグループを編成し、親子教室（グループ活動）

を行っている。親子遊びを中心に据え、子どもの発達を促すとともに、保護者が子どもとの関

わり方を学ぶ場と位置づける。 

就園前グループ《令和６年度実施状況》 

グループ名 対象 スタッフ 回数 利用児数 

カンガルー 

（１～２歳） 発達に遅れがあり、対人面

に弱さがある子ども 

保育士・保健師・理学療法士 
２グループ 

月１～２回 
12人 

めだか 

（２～３歳） 

保育士・心理判定員 

・言語聴覚士・作業療法士 

４グループ 

月２回 
19人 

 

  

ことばの遅れ

２６％（７０人)

集団不適応

１５％(４０人)

全体の遅れ

１３％(３６人)
落ち着きのなさ

１１％(３１人)

かんしゃく

１０％(２７人)

対人の弱さ

７％(１８人)

こだわり

３％(９人)

発音不明瞭

３％(９人)

運動発達の遅れ

３％(９人)

就園・就学相談

２％(５人)

吃音

１％(４人) 緘黙

１％（３人)

不器用

１％（３人）
感覚過敏

１％（１人）

その他

３％（９人）
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就園児グループ《令和６年度実施状況》 

グループ名 対象 スタッフ 回数 利用児数 

つばめ 

(年 少 ～ 年 長 ） 

知的発達の遅れは少ない

ものの、園生活を送る上

で、行動面の問題が見ら

れる、又は家庭での育て

にくさが大きい子ども 

心理判定員・作業療法士 

・言語聴覚士・保育士 

２グループ 

月１回 
9人 

 

ウ 園訪問 

保育園や幼稚園にスタッフが訪問し、集団の中での子どもの様子を把握すると共に、保育士や 

教諭に対する助言等を行う。 

令和６年度実施状況 

訪問先 訪問園数（園） 延べ訪問回数（回） 延べ訪問スタッフ数（人） 

公 立 保 育 園 18  182 200 

私 立 保 育 園 12 51 51 

公 立 幼 稚 園  5 59 59 

私 立 幼 稚 園  8 78 78 

公立認定こども園  1 18 18 

私立認定こども園 12 74 74 

小規模保育事業所等※ 12 31 31 

市 外  3 8 8 

合 計 71 501 519 

※ 小規模保育事業所等は、小規模保育事業所に加えて、認可外保育施設・託児所・保育ママ等を含む。  

 

エ 児童発達支援事業所との連携 

    計画相談を作成する相談支援専門員の他、発達相談スタッフも、担当する子どもが、充実した支援を 

受けられるよう事業所に訪問し、指導の見学や情報交換などを行う。延べ対象児数は３９９名であった。 
 

 延べ訪問事業所数 心理 ＳＴ ＰＴ ＯＴ 相談支援 延べ訪問スタッフ数 

合計 233 26 11 24 46 146 253 

  ※相談支援専門員については、職種別実施件数と別に再掲 
    

また、より支援が必要なケースや多機関が関わっているケースについては、発達センターでの会議や

ZOOM等を用いた会議を設定し、ケースの情報交換や状況の共有等を行う 

 

 

会場 会議数 
参加事業所数 発達センター参加スタッフ 

児発事業所 保育園等 病院他 ＰＴ ＯＴ 保健師 相談支援 

発達センター 5 11 4 1 1 4 0 4 

ZOOM 4 6 0 4 2 0 1 4 
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オ 小学校への情報引継ぎ 

小学校への入学にあたり、子どもが学校生活をスムーズにスタートできるよう、年度当初にス 

タッフが各学校に出向き、その子どもの特性や配慮してほしい点などを伝えた。 

対象：小学校新入学児のうち、集団適応上の配慮が必要と判断し保護者の同意を得たケース、 

もしくは保護者からの希望があったケース 

年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

児童数（人） 61 42 81 87 94 

小学校数

（校） 
22 18 22 24 23 

 

カ 関係機関との連携 

保育園、幼稚園、小学校、医療機関、児童相談所、相談支援事業所、市関係各課などの関係機 

関と連携を密にし、情報の共有化を進めながら、家族支援の充実も図る。 

 

  キ 医療相談等 

専門医を招き、家族及びスタッフが診断の説明と発達支援に関する助言を受ける。また、訓練 

の必要な子どもに対し、処方を受ける。（令和５年度実施回数：９回） 
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ク 研修会等の実施 

保育園・幼稚園等関係機関職員を対象に、「講演会」「基礎研修」「講座ゼミ」等を開催し、障害 

に関する理解を深め、資質の向上を図る。 

 

講演会《令和６年度実施状況》 

開催日 会場 テーマ 講師 参加者数 

10月5日 ZOOMオンライン 保護者と行動するために 
新潟大学教育学部 

教授 有川 宏幸先生 
43台 

2月8日 
フィランセ西館

４階大ホール 

実力を出し切れない子ども 

たちの理解と工夫 

ＮＰＯ法人えじそんくらぶ 

代表 高山 恵子先生 
109人 

 

基礎研修《令和６年度実施状況》 実施方法：オンデマンド配信 

配信開始日 テーマ 講師 視聴回数 

6月17日 
発達障害を理解する基礎講座

1～9 

公立保育園保育士、 

こども発達センター所長・心理判定員・ 

言語聴覚士・作業療法士・理学療法士 

283回 

 

講座ゼミ《令和６年度実施状況》 

テーマ 実施回数 講師 受講者数 

気になる行動について 2回 
発達相談室 

作業療法士 
24人 

支援者向け、ペアレントトレーニングの基礎 2回 
発達相談室 

作業療法士 
19人 

発達が気になる子のいるクラスの保育の工夫（公立園） 2園 保育士 6人 

発達が気になる子のいるクラスの保育の工夫（公立園以外）

2回 
2回 保育士 13人 

保護者と信頼関係を作る 1回 
発達相談室 

心理判定員 
14人 

 

ケ 相談支援事業 

平成24年11月より相談支援事業所の指定を受け計画作成等を行っている。   （単位：件） 

年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

新規・継続利用計画作成 78 105 158 315 525 

モ ニ タ リ ン グ 実 施 184 214 217 351 497 

合    計 262 319 375 666 1022 
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２ 在宅障害児の福祉施策 

心身障害者扶養共済制度（P.158）を参照。 

 

３ 心身障害児の福祉施策 

⑴ 福祉型障害児入所施設 

「ふじやま学園」は、児童福祉法に基づく施設で昭和42年８月に開所し、平成17年３月に改築。定

員は50人。知的に障害を持つ児童が入所し、24時間体制の中で保護及び独立自活に必要な知識や技能

を身につけ社会に適応できるよう支援していくことを目的としている。また、特別支援学校高等部卒

業（18才）を年齢の上限とし、次のステップへ繋げていくという通過型、利用型施設を目指してい

る。 

最近の傾向として、被虐待児の増加や家庭崩壊等で養護性の高い児童の利用が増えている。また、

愛着障害や自閉的傾向など発達障害と共に障害が多様化し、対応の難しい児童も多く児童期専門の支

援施設としてさまざまなニーズに応えている。 

また、在宅児童の支援として、介護者の病気・事故・冠婚葬祭等社会的理由や私的理由により面倒

が見られなくなった時や、一時的に親元から離して成長を促す為の短期入所や、日帰り利用の日中一

時支援事業、保護者等からのあらゆる相談に応じている。 

〇 学習指導 

学校教育法に基づき、静岡県立富士特別支援学校（市内大淵）に、スクールバスや徒歩・送迎車に

より通学している。また静岡県立富士特別支援学校富士宮分校、同富士東分校には路線バスを使い、

地域の小・中学校には徒歩や送迎車で通う児童もおり、年齢や発達段階に応じて一人ひとりに適した

教育環境を保障できるよう配慮している。 

ふじやま学園在園児の内訳＜令和７年４月１日現在＞       （単位：人） 

学年 幼児 小学生 中学生 高等部 その他 計 
他市町村より 

措置・契約 

男 0 5 8 13 0 26 
10 

女 0 1 7 5 0 13 

計 0 6 15 18 0 39  
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⑵ 児童発達支援センター 

こども発達センター「みはら園」は、就学前の発達に遅れや気がかりのある子どもの通園施設（児

童発達支援）である。児童福祉法の改正に伴い、平成24年度より、知的障害児通園施設から児童発達

支援センターに移行した。その他、地域支援や保育所等訪問支援及び居宅訪問型児童発達支援も実施

している。 

 

① 通園施設（児童発達支援・定員60名） 

〇 発達支援の内容 

   ＜子どもへの支援内容＞ 

①身辺自立への指導（食事・排泄・着脱等） ②家庭を基盤とした人との関係づくり 

③コミュニケーション能力の発達支援 ④集団生活への適応のための支援 

⑤健康な体づくり ⑥給食の提供 ⑦その他 

＜保護者への支援内容＞ 

①相談及び助言 ②家庭訪問などを通じた生活への支援 

③学習会の開催 ④保護者参加行事の実施（クラスごとのファミリーデー等） ⑤その他 

みはら園利用児の年齢別障害内訳＜令和７年４月１日現在＞         （単位：人） 

年 齢 

内 訳 

３歳児 

（年少） 

４歳児 

（年中） 

５歳児 

（年長） 
計 

発 達 遅 滞          7（7） 23（4）⑥ 15(1)② 45（12）⑧ 

肢 体 不 自 由          1（1）① 1 0 2（1）① 

計 8（8）① 24（4）⑥ 15（1）② 47（13）⑨ 

（ ）は７年度新入園児、〇内は他の児童発達支援施設との併行通園児 

 

令和６年度進路状況                          （単位：人） 

進路先 特別支援学校 特別支援学級 保育園・幼稚園 他児童発達支援事業所 転出 

人数 18 4 3 0 0 

合計 卒園児 22 移行児 3 

 

一般園移行児及び就学児フォロー＜令和６年度実施状況＞ 

内  容 実施回数 対象人数 

園移行児フォロー 引継ぎ 29 4 

就学児フォロー 引継ぎ 7 7 
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② 保育所等訪問支援 

発達に課題のある子どもが保育所等において集団生活に適応できるよう、専門職員が保育所等  

を訪問し、子どもへの直接指導や保育士等に対し支援方法の助言などを行っている。 

令和６年度実施状況 

内  容 実施回数 対象人数 

園 訪 問 17 2 

保 護 者 面 談 16 2 

 

③ 居宅訪問型児童発達支援 

医療的ケアや重い障害のため外出することが困難な就学前の子どもに対して、保育士等が子ども

の居宅において日常生活における基本的な動作の指導や生活能力の向上のために必要な発達支援を

行っている。令和６年度は利用児1名、実施回数は16回であった。 

 

④ 地域支援 

地域の保育園、幼稚園、学校等を訪問し、障害のある子どもの育ちの支援を行うことにより、障害

の有無にかかわらず、子どもたちがともに過ごし、学びあい、成長していくための支援を実施した。 

  令和６年度実施状況 

内  容 実施回数 対象園数 

園 訪 問 36 7 

支 援 会 議 等 7 4 

小学校（支援級） 7 7 
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⑶ 医療型障害児施設 

肢体不自由のある児童や重度の知的障害と重度の肢体不自由が重複している児童の健康管理を行い、

成長・発達を援助することをめざし、治療及び日常生活の指導をすることを目的とする施設です。 

学齢児に対しては、近隣の肢体不自由児特別支援学校へ登校または、訪問教員による学習指導が行

われています。 

医療型障害児入所施設入所状況＜令和６年４月１日現在＞※措置入所含む ※定員は者を含む場合あり（単位：人） 

施 設 名        所 在 地        定員 設置・経営主体 
入 所 者 数       

男 女 計 

静 岡 て ん か ん ・ 神 経   

医 療 セ ン タ ー 

〒420-0953 

静岡市葵区漆山886 

054-245-5446 

160 
独 立 行 政 法 人 

国 立 病 院 機 構 
0 0 0 

静 岡 医 療 セ ン タ ー 

〒411-8611 

駿東郡清水町長沢762-1 

055-975-2000 

58 
独 立 行 政 法 人 

国 立 病 院 機 構 
1 0 1 

聖隷おおぞら療育センター 

〒433-8558 

浜松市北区三方原町3453 

053-437-1467 

150 （福）聖隷福祉事業団 0 0 0 

伊豆医療福祉センター 

〒410-2122 

伊豆の国市寺家202 

055-949-1165 

38 （福）静岡県済生会 0 1 1 

つ ば さ 静 岡 

〒420-0805 

静岡市葵区城北117 

054-249-2830 

60 （福）小羊学園 0 0 0 

静岡済生会療育センター 

令 和 

〒422-8006 

静岡市駿河区曲金5-3-30 

054-285-0753 

57 （福）静岡県済生会 2 1 3 

天 竜 病 院 

〒434-0015 

浜北市於呂町4201-2 

053-583-3111 

80 
独 立 行 政 法 人 

国 立 病 院 機 構 
0 0 0 
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⑷ 障害児施設の利用者負担 

障害児の保護者は、都道府県に支給申請を行い､支給決定を受けた後、利用する施設と契約を結びま

す。 

なお、これまで同様、現在入所している方のうち障害の程度が重度である場合は、満18歳に達した後

の延長利用を可能とするとともに、重症心身障害児施設においては、満18歳を超えていても、新たな施

設利用を可能としています。 

● 障害児（20歳未満）施設（入所）の利用者負担 

所得に応じて月額負担上限額が設定され、利用したサービス量にかかわらず、それ以上の負担

は生じません。 

区  分 世帯の収入状況 月額負担上限額 

生活保護 生活保護受給世帯 0円 

低 所 得 市町村民税非課税世帯 0円 

一 般 １ 
市町村民税課税世帯 

（所得割28万円未満） 

通所施設、ホームヘルプ利用の場合 4,600円 

入所施設利用の場合 9,300円 

一 般 ２ 上記以外 37,200円 

所得を判断する際の世帯の範囲は次のとおりです。 

種         別 世帯の範囲 

18歳以上の障害者（施設に入所する18、19歳を除く） 障害のある方とその配偶者 

障害児 （施設に入所する18、19歳を含む） 保護者の属する住民基本台帳での世帯 

 

● 障害児（20歳未満）が福祉型入所施設を利用する場合、食費の減免があります。 

地域で子供を療育する費用と同様の負担となるように補足給付が行われます。 

※ 所得要件資産要件はありません。 

 

● 障害児（20歳未満）が医療型入所施設を利用する場合、医療費と食費の減免があります。 

医療型施設に入所する方や療養介護を利用する方は、定率負担と医療費、食事療養費を合算し 

て、上限額を設定します。地域で子供を療育する世帯と同程度の負担となるよう、負担限度額を 

設定し、限度額を上回る額について減免を行います。 

※ 所得要件・資産要件はありません。 

 

● 障害児（18歳未満）施設（通所）の利用者負担 

障害児の通所施設については、低所得世帯と一般世帯（所得割28万円未満）は食費の負担が軽

減されます。 
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１ 重度心身障害児（者）医療費の助成 

重度の身体障害又は知的障害をもつ人の医療費を助成することにより、健康の保持と、介護する者の

世帯の福祉の向上に寄与するため、昭和48年４月１日から県及び市の単独事業として開始された。 

  〔助成対象者〕 

①身体障害者手帳１・２級、内部障害３級の方 ②療育手帳Ａ判定の方 

③特別児童扶養手当１級の受給資格者     ④障害基礎年金１級の受給者 

⑤精神障害者保健福祉手帳１級の方 

医療費の助成状況 

年 度 
事 業 
区 分 

受 給 者 
（ 人 ） 

助成件数 
（ 件 ） 

助成金額（円） 
１人当たり 
助成額（円） 

１件当たり 
助成額（円） 

１ 人 当 た り 
助成件数（件） 

令 和

２年度 

市単独 

県 費 

332 

5,034 

7,115 

107,583 

40,246,342 

412,426,446 

121,223 

81,928 

5,656 

3,833 

21.4 

21.3 

計 5,366 114,698 452,672,788 84,359 3,946 21.3 

令 和

３年度 

市単独 

県 費 

344 

5,042 

8,112 

106,427 

49,612,548 

381,135,666 

144,223 

75,592 

6,116 

3,581 

23.5 

21.1 

計 5,386 114,539 430,748,214 79,976 3,761 21.2 

令 和

４年度 

市単独 

県 費 

411 

5,044 

7,698 

109,306 

48,236,889 

381,122,303 

117,365 

75,560 

6,314 

3,494 

18.6 

21.6 

計 5,455 117,004 429,359,192 78,709 3,679 21.3 

令 和 

５年度 

市単独 

県 費 

366 

5,088 

6,898 

111,419 

36,964,035 

383,752,020 

100,994 

75,422 

5,358 

3,444 

18.8 

21.8 

計 5,454 118,317 420,716,055 77,138 3,555 21.6 

令 和 

６年度 

市単独 

県 費 

376 

5,027 

8,078 

112,950 

43,687,752 

387,967,873 

116,190 

77,176 

5,408 

3,434 

21.4 

22.4 

計 5,403 121,028 431,655,625 79,891 3,566 22.3 

 

  

２ 医療費の助成 
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２ 精神障害者の医療費助成 

精神障害者をかかえる世帯の経済負担を軽減し、かつ、精神的援助を図り精神障害者の福祉の増進に

寄与するため昭和49年４月１日から事業を開始した。 

 〔助成の対象〕 

・ 精神病院での入院期間が３か月を越え、かつ、引き続き６か月以上の入院が必要であると認め

られる精神障害者の保護者又は本人 

・ 市内に住民登録がされている保護者又は本人であること 

 〔助   成〕付加給付や高額医療費を除いた医療費の１/２を保護者又は本人に助成する。 

年 度 
受給者数 
（人） 

助成件数 
（件） 

助 成 金 額 
（円） 

１人当たり 
助成金額（円） 

１件当たり 
助成金額（円） 

１人当たり 
助成件数（件） 

令和元年度 156 1,480 23,082,920 147,967 15,597 9.5 

令和２年度 158 1,477 23,965,570 152,917 16,358 9.3 

令和３年度 175 1,447 23,568,105 134,674 16,287 8.2 

令和４年度 166 1,307 21,613,060 130,199 16,536 7.8 

令和５年度 174 1,301 21,944,140 126,116 16,867 7.5 

令和６年度 181 1,277 20,730,410 114,532 16,233 7.1 

 
 

 

 

１ 特別児童扶養手当の支給 

特別児童扶養手当等の支給に関する法律施行令別表第三に該当する重度の精神又は、身体に障害のあ

る20歳未満の児童を養育している者に、家庭生活の安定に寄与するよう、次の条件に該当する場合に養

育者に支給する。 

 

⑴ 支 給 要 件 

児 童 
ア 日本国内に住所を有すること。 

イ 障害を事由とする年金給付を受けていないこと。 

養育者 
ア 日本国内に住所を有すること。 

イ 前年の所得が一定の額を超えないこと。 

 

⑵ 支 給 月  ４月・８月・11月 

 

⑶ 手 当 月 額   別表１級該当者  56,800円 （165人） ＜令和７年４月１日現在＞ 

別表２級該当者  37,830円 （383人） ＜令和７年４月１日現在＞ 

 

 

 

 

 

 

 

  

３ 手当の支給 

482 485 486 477
511

548

100
150
200
250
300
350
400
450
500
550

R1 R2 R3 R4 R5 R6

（人）

（年度）

受給者の推移
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２ 交通禍等による遺児及び重度心身障害児福祉手当の支給 

⑴ 交通事故その他の原因により両親が死亡又は片親が死亡し片親が生死不明か心身に障害を有する状

態にある児童を養育している保護者に対して福祉手当を支給する。（市単独制度） 

 

⑵ 特別児童扶養手当等の支給に関する法律施行令に基づく別表第３の１級（２級は対象外）と同程度の

障害を有する20歳未満の児童の福祉の増進と自立助長を図るよう、保護者に対して福祉手当を支給する。

（市単独制度） 

   ① 支 給 月 ４月・８月・12月 

   ② 手当月額 ア 交通禍等 7,000円 イ 重度心身障害児 10,000円 

   ③ 支給停止 

   次のいずれかに該当している間は、手当の支給を停止する。 

① 特別児童扶養手当を受給中のとき 

② 社会福祉施設に入所しているとき 

③ 児童福祉法に基づく里親に養育されているとき 

④ 重度心身障害児福祉手当の支給（市） 

 

重度心身障害児福祉手当の受給者数              （単位：人） 

年  度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

受給者数 44 41 42 39 48 

 

３ 重症心身障害者等介護手当の支給 

在宅の重症心身障害者等を常時介護する者に手当を支給することにより、日頃の苦労に対する慰謝激

励と障害者の福祉の増進を図るものである。（市単独制度） 

〔障害の対象〕 

   重症心身障害者等とは、特別児童扶養手当等の支給に関する法律施行令（以下「令」という。） 

   別表第三の１級の１号から９号に掲げる障害と重度の知的障害（知能指数35以下）とが重複してい

る者及び、令別表第一に定める程度の障害があると市長が認めた者。 

〔支給要件〕 

   ① 国の特別障害者手当等を受けていない障害者を介護していること。（重症心身障害者を除く。） 

   ② 国民年金法の障害基礎年金及び経過的福祉手当を受けていないこと。（重症心身障害者を除く。）   

   ③ 生活保護法による被保護者でないこと。 

〔支 給 月〕５月・９月・１月 

〔手当月額〕5,000円 

 

市介護手当受給者数                     （単位：人） 

年  度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

受給者数 117 116 116 114 113 
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４ 特別障害者手当等の支給 

⑴ 特別障害者手当 

障害者の所得保障の一環として、障害者の自立生活の基盤を確立するために制度化されたものであり、 

在宅の特別障害者に対し、著しく重度の障害によって生ずる特別な負担の軽減を図る一助として手当を 

支給することにより、特別障害者の福祉の増進を図ることを目的とするものである。 

① 用語の定義 

特別障害者とは、精神又は身体に著しく重度の障害があるため、日常生活において常時特別の介 

護を必要とする程度の障害の状態にある20歳以上の者をいう。 

② 支給要件 

   ア 身体障害者福祉法に規定する身体障害者療護施設その他これに類する施設等に収容されてい      

    ないこと。 

イ 病院又は診療所に継続して３か月を超えて収容されていないこと。 

 ウ 本人、扶養義務者等の所得が一定の額を超えないこと。 

③ 支給月   ２月・５月・８月・11月 

④ 手当月額  29,590円 ＜令和７年４月１日現在＞ 

 

⑵ 障害児福祉手当 

在宅の重度障害児に対する福祉の措置の一環として実施するものであり、その重度の障害によって生 

ずる特別な負担の軽減を図る一助として手当を支給することにより、重度障害児の福祉増進を図ること 

を目的とするものである。 

① 用語の定義 

重度障害児とは、精神又は身体に障害があるため、日常生活において常時特別の介護を必要とす 

る程度の障害の状態にある20歳未満の者をいう。 

② 支給要件 

    ア 児童福祉法に規定する肢体不自由児施設その他これに類する施設等に入所していないこ

と。 

    イ 障害を事由とする年金給付を受けていないこと。  

    ウ 本人、扶養義務者等の所得が一定の額を超えないこと。 

  ③ 支給月   ２月・５月・８月・11月 

  ④ 手当月額  16,100円 ＜令和７年４月１日現在＞ 
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⑶ 経過措置による福祉手当 

従来の福祉手当の受給資格者のうち、特別障害者手当の支給要件に該当せず、かつ、障害基礎年金も 

支給されない者に対し経過措置として、従前の例により福祉手当を支給するものである。 

① 支給対象者 

    ア 昭和61年４月１日において20歳以上であること。 

    イ 昭和61年４月１日において、従前の福祉手当の受給資格を有すること。  

    ウ 特別障害者手当を受けることができないこと。 

    エ 障害基礎年金を受けることができないこと。 

    オ 本人、扶養義務者等の所得が一定の額を超えないこと。  

② 支給期間 

昭和61年４月１日以降、引き続き福祉手当の支給要件に該当する間支給するものである。 

③ 支給月   ２月・５月・８月・11月 

④ 手当月額  16,100円 ＜令和７年４月１日現在＞ 

各種手当の支給状況                             （単位：人） 

年 度 特別障害者手当 障害児福祉手当 経過措置福祉手当 計 

令和２年度 269 113 6 388 

令和３年度 276 106 5 387 

令和４年度 285 103 4 392 

令和５年度 296 100 4 400 

令和６年度 288 89 3 380 

 

５ 心身障害者扶養共済制度 

親なきあとの心身障害児者の生活は、障害者を扶養している人々の大きな悩みのひとつである。 

この制度は、このような共通の立場にある保護者が相互扶助の精神で掛金を出し合い、万一のこと

があった場合に、障害者に終身年金（１口２万円）を支給することにより経済的な援助を保証し、生

活の安定と福祉の向上を図るとともに障害者の将来に対し、保護者の抱く不安を軽減することを目的

としている。 

昭和55年４月からは、この制度に２口加入制度が新設され、希望により２口加入ができるようにな

った。２口目に加入した場合は、年金及び弔慰金の額が２倍（４万円）となる。 

心身障害者扶養共済制度加入状況＜各年度３月31日現在＞               （単位：人） 

年 度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

加 入 者 数 82 78 73 68 64 

年 金 受 給 者 数 88 90 93 93 97 
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１ 障害福祉課窓口での相談 

⑴ 身体障害者診査・更生相談（身体障害者福祉法） 

① 診 査     

福祉事務所では、身体障害者の更生を図るため、更生相談所に依頼して、身体障害者の全身状

態の所見、障害局所の診断、更生医療給付の適否及び補装具の要否判定等の診査を行い、この結

果に基づいて必要な措置を行っている。 

② 更生相談 

福祉事務所では、身体障害者の更生に必要な生活上の問題をはじめ、就職、施設入所等各種の

相談に応じている。 

 

⑵ 精神障害者福祉サービスに関する相談・助言（精神保健福祉法） 

社会復帰施設の利用斡旋・調整・各種サービス利用に対する相談、調整等を行う。相談員は、専任

の保健師・ケースワーカーが担当する。 

 

２ 障害福祉課以外の相談 

⑴ 地域療育支援事業 

重症心身障害児者を対象に、福祉経験の豊富な地域のコーディネーターが、発達の遅れの相談や福

祉サービスの調整を援助する。障害のある子どもやその家族の相談に応じて、家庭訪問も実施する。

個々の状況に応じたケア計画の作成も行っている。 

・ 相談支援事業所 メルシー  

 

⑵ 障害者就業・生活支援センター 

障害者の就業についてや、就労されている障害者の方の地域生活全般にわたる支援について、専門の 

就業支援ワーカー・生活支援ワーカーが相談に応じる。訪問、電話、来所等により、生活上、職業生活、 

衣食住、余暇活動、健康等に関する指導、助言、職業準備訓練のあっせん等を行う。 

・ 富士障害者就業・生活支援センターチャレンジ   

 

⑶ 在宅者訪問 

毎年１～２回、在宅の障害者を知的障害者相談員等が訪問し、現状把握、アドバイス、就労支援事

業所・地域活動支援センターなど日中活動の場についての情報提供等を行っている。 

 

  

４ 相談業務 
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３ 障害者相談員の活動 

⑴ 知的障害者相談員 

様々な悩みを抱えている知的障害を持つ人やその家族の地域生活の支援を行う為、知的障害者相談

員として市長から委嘱された相談員15人が活動している。主に知的障害を持つ本人、家族からの生

活、人間関係、養育、就職等の相談を受け適切な指導、助言を行う。また毎月１回の定例会として関

係機関との間で情報交換、研修活動等を行っている。 

 

令和６年度知的障害者相談員の活動状況 

相談指導内容 

件  数 

業務内容 
計（件） 

相
談
指
導
内
容 

養  育 4 

生  活 162 

家  庭 68 

施設入所 16 

就  学 13 

就  職 12 

そ の 他 195 

合  計 470 

 

活動の状況 

活
動
の
状
況 

区         分 活動日数（日） 活動件数（件） 

相 談 ・ 指 導 ・ 調 査 の た め の 訪 問 活 動 206 219 

福祉事務所・健康福祉センターへの連絡 6 9 

諸 会 合 ・ 行 事 等 へ の 参 加 101 127 

そ の 他 7 12 

合      計 320 367 
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⑵ 身体障害者相談員（身体障害者相談員設置要綱） 

身体に障害のある人の更生援護について、地域で相談に応じ、また、身体障害者の地域活動の推進

を図るため、身体障害者相談員として市長から委嘱された相談員計10人が活動している。 

令和６年度身体障害者相談員の活動状況          （単位：件） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑶ 精神障害者相談員 

精神に障害のある人やその家族が安心して地域生活を送れるよう相談相手となりながら、必要な支援 

を行うとともに、精神障害者福祉活動の推進を図るため、市長から３人の相談員が委嘱されている。 

   令和６年度精神障害者相談員の活動状況         （単位：件） 

件  数 

業務区分 
計 

相 

談 

内 

容 

医 療 に 関 す る 相 談 9 

日 常 生 活 に 関 す る 相 談 4 

家 族 に 関 す る 相 談 14 

福 祉 サ ー ビ ス に 関 す る 相 談 1 

就 労 に 関 す る 相 談 2 

そ の 他 の 相 談 11 

合       計 41 

活
動
の
状
況 

こころを病む人の家族のための電話相談 12 

諸 会 合 ・ 会 議 の 参 加 21 

行 事 へ の 参 加 4 

そ の 他 15 

合       計 52 

  

件  数 

業務区分 
計 

相 

談 

業 

務 

医 療 相 談                38 

補 装 具 相 談                23 

施 設 相 談                5 

生 活 相 談                45 

職 業 相 談                16 

結 婚 相 談                5 

そ の 他 相 談                188 

小 計           320 

協 

力 

業 

務 

地 域 活 動 に 従 事                53 

関 係 機 関 へ の 協 力                72 

啓 発 活  動  の  実  施 45 

そ の 他                275 

小 計           445 

合 計           765 
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１ 富士市障害児（者）ライフサポート事業 

  障害のある人やその家族が地域で安心して生活できるよう、障害者総合支援法による給付を補完す

る制度としてライフサポート事業を実施しており、ＡＤ／ＨＤ・ＬＤ・高機能自閉症等、障害者手帳

を所持していない人も対象としている。（平成16年10月から実施） 

ホームヘルプ事業 

年   度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

登録者数（人） 20 20 21 19 13 

利用人数（人） 1 2 1 5 2 

年間利用時間（時間） 44.0 52.0 17.0 193.0 14.0 

 

ショートステイ事業 

年   度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

登録者数（人） 95 100 153 130 105 

利用人数（人） 54 62 44 54 54 

年間利用回数 

（回） 

(宿泊)    137 

(日帰り)1,441 

(宿泊)    141 

(日帰り)1,274 

(宿泊)   0 

(日帰り)2,011 

(宿泊)   0 

(日帰り)2,419 

(宿泊)   2 

(日帰り)2,317 

 

  デイサービス事業 

年 度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

登録者数（人） 9 10 10 7 11 

利用人数（人） 3 3 3 3 5 

年間利用回数（回） 148 173 191 150 212 

 

２ 配食サービス 

家庭において食事の確保が困難な障害者に対して、配食サービスを実施することにより、障害者の

生活の自立と生活の質の確保を図る。 

利用状況                                （単位：人・食） 

年    度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

実 人 数 35 35 34 25 20 

配 食 数 6,263 7,384 6,805 4,685 4,251 

 

  

５ 在宅者へのサービス 
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３ 重度心身障害者タクシー及び福祉タクシー利用助成事業 

在宅の重度心身障害者の社会参加の促進と生活圏の拡大を図るために、昭和62年４月１日から、タ

クシーを利用したときに、平成11年４月１日から福祉タクシー（車いす等のまま乗降できるタクシ

ー）を利用したときにその初乗運賃を助成している。 

利用状況 

年     度 
令 和 

２年度 

令 和 

３年度 

令 和 

４年度 

令 和 

５年度 

令 和 

６年度 

タ ク シ ー 
利用券交付者数（人） 366 364 355 338 362 

利 用 枚 数 （ 件 ） 4,321 4,394 4,358 4,182 4,113 

福祉タクシー 
利用券交付者数（人） 2 1 1 0 1 

利 用 枚 数 （ 件 ） 0 0 0 0 0 

 

４ 福祉電話の貸与 

外出が困難な低所得の重度身体障害者に対し、コミュニケーションや緊急連絡をするため、福祉電

話を無償で貸与し、基本料金の援助を行う。 

 

５  緊急通報システムの設置 

ひとり暮らしの重度身体障害者の安全と緊急時のために緊急通報システムを無料で設置する。 

設置状況                                   （単位：件） 

年    度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

設 置 件 数       2 2 2 1 1 

 

６ 紙おむつの支給 

身体に障害をもつ６歳以上65歳未満の在宅の者で、紙おむつを常用するものに支給する（ただし、

支給枚数に上限があり、また所得の状況により費用の一部負担あり） 

利用状況                                 （単位：人・枚） 

年   度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

対象者人数 198 216 214 225 227 

支 給 枚 数 312,245 336,629 337,547 379,154 371,366 

 

７ 介護ベッド用防護フレーム・人工呼吸器用非常用バッテリー等防災用具の給付 

南海トラフ地震などの大規模災害に備え、在宅の重度身体障害者（児）に介護用寝台の耐震防護フ

レーム及び人工呼吸器用非常用電源を、視覚・聴覚障害者に災害情報受信関連機器を給付する。 

利用状況                                    （単位：件）  

年      度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

介護用ベッド防護フレーム 0 0 0 0 

人工呼吸器用非常用電源 0 0 5 4 

災 害 情 報 受 信 関 連 機 器 0 0 0 0 
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８ 点字図書・視覚障害者用テープの貸出し 

目の不自由な人たちの教養と福祉の増進を図るため、点字図書及びテープ図書の無料貸出しを行って

いる。 

名 称        所 在 地             電 話       

富士市立中央図書館 〒417-8515  富士市永田北町３番７号 51-4946 

 

９ こえの県民だより・県議会だより（音声版）の貸出し 

毎月発行されるこえの県民だよりと年４回発行される県議会だより（音声版）を障害福祉課で無料貸

出している。 

 


